避難確保計画作成(変更)報告書

	令和　　　年　　　月　　　日

（あて先）焼津市長

報告者（要配慮者利用施設の所有者・管理者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所

氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　　　（　　　　　）　　　　　　

水防法第１５条の３又は土砂災害防止法第８条の２に基づき、本書のとおり避難確保計画を作成（変更）しましたので報告します。

	施設の名称
	

	施設の住所
	〒

	施設の用途
	□社会福祉施設　　　
□医療施設　　　　　□その他（　　　　　　　　　）

	内容
	洪水
	

	
	土砂災害
	避難確保計画

	
	高潮
	

	その他特記事項
（変更の場合は主要な変更事項）
	令和７年10月、焼津市の一部地域が高潮浸水想定区域の指定を受けたことに伴い、「高潮」に対する被害想定について、以下のとおり追記。なお、その他の事項については既に作成済みの洪水時の避難確保計画に準ずるものとする。

	高潮被害の想定
	想定浸水深　　　　　　ｍ～　　　　ｍ

	
	家屋倒壊危険区域　　　□区域内　　□区域外

	※受　　付　　欄
	※経　　過　　欄

	
	


備考１　この用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。
　　２　※欄は記入しないこと。
避難確保計画作成(変更)報告書

	令和　８年　７月　１日

（あて先）焼津市長

報告者（要配慮者利用施設の所有者・管理者）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
住　所　焼津市本町２丁目16-32
氏　名　焼津　太郎　　　　　　　　　　　　　　　
電　話　054（626）1118　　　　　　

水防法第１５条の３又は土砂災害防止法第８条の２に基づき、本書のとおり避難確保計画を作成（変更）しましたので報告します。

	施設の名称
	焼津市役所河川課

	施設の住所
	〒425-8502
焼津市本町２丁目16-32

	施設の用途
	☑社会福祉施設　　　
□医療施設　　　　　□その他（　　　　　　　　　）

	内容
	洪水
	

	
	土砂災害
	避難確保計画

	
	高潮
	

	その他特記事項
（変更の場合は主要な変更事項）
	令和７年10月、焼津市の一部地域が高潮浸水想定区域の指定を受けたことに伴い、「高潮」に対する被害想定について、以下のとおり追記。なお、その他の事項については既に作成済みの洪水時の避難確保計画に準ずるものとする。

	高潮被害の想定
	想定浸水深　　　0.3　ｍ～　　0.5　ｍ

	
	家屋倒壊危険区域　　　□区域内　　☑区域外

	※受　　付　　欄
	※経　　過　　欄

	
	


備考１　この用紙の大きさは、日本工業規格A4とすること。
　　２　※欄は記入しないこと。
記載例









